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直 むす，Yー残された課題一今後の研化庁i,J

本稿は，アジア経済研究所が1979年3月13～

16日に開催した国際シンポゾウム fアジア開発戦

略の新方向J(New Directions of Asia's Develop-

ment Strategies）に提出された持論文の要約・解説

を目的としている。このシンポジウムの正式の報

告書は，本年度中に英文で公刊される子定である

が，それに先立ち『アジア経済』誌が， G• レイ

ニスおよび日・W ・シンガー両教授の論文と，当

研究所から提出された 4論文を訳出する企部iを立

てたので，シンポジウムにおける論議の全体を見

通すという観点から，以下の解説を試みるもので

ある。

まず，本題に入るまえに，順序として、シ J ポジ

ウムの目的，概要について簡単にふれておこう。

I ンンポジウムの目的と概要

アジア経済研究所では，昭和52年～5:-l年度にわ

たって「世界のなかのアジア」と U、う主題の国際
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い せ 't’t tこか

長 谷山崇彦

合同研究プロジェクト（注1）を潜行してきた。国際

シンポジウムは，このプロジ且クトの一環をなす

もので，昨年度には「世界の中の東南アジア

その現状と展望 ！というテーマのもとに開催

さh,ている。

今年度のシンポグウムの基調をたす問題意識は

つぎのようなものであった。

南北問題は70年代初期の石油危機以後新段階

に入札発展途上国においては資源ナショナリ

ズムの高まりと同時に，経済発展の格差（l'ifr?J 

十九＆：）が目立t）始め，地方先進国経済社会'i，大

きな変動をみせている。アジア諸国では，近年

農業生産の好調，工業化の進展，貿易構造の変

化などにより、経済状況が改干与されている場介

がみられる。 Lかし，経済自立の中核をなす食

糧需給，雇用拡大，国際収支の安定化などに依

然多くの問題をかかえており，また世界経済の

長期低迷と先進諸国の保護貿易主義的動きは発

展途上国の輸出指向工業化をはじめ，その経済

活動に不利な影響を与えることが懸念され，そ

れに対応しうる削年代の新しし、開発戦略と同際

協力を南北1,fij専門家たちに上り険討する必慢が

ある。

シンポジウムの構成と提出論文は末尾に一覧さ

れているが，そこにみられる特色をあえて挙げる

ならば，それは80年代に向かうアジア発展途上国

の開発問題を経済部門ごとに討論して，これを総
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｛＇，的に体系化しようとの試みにあるといえよう。

この場合，討論の基礎には， 2カ年にわたる研究

会 Fii ＇.？’の成果が存在することを特記したいと思

つ。

「総合的，かっ体系化された展望”の必要性」につ

いては多言を要さないと思うが，あえて数言をつ

いやすならば，以下のごとくいえよろのすなわち，

「同連濁発の十年J(DI) I ）以来，開発20年の経

過を i，つアジア途上国の開花戦略の反省と80年代

グ）/Ji望を行なう場合，日i出品所的な事例研究や特

定一部門の範囲に留まる分析のみではきわめて不

十分で，国民経済全体の成長と分配を組入れた開

発計画を分析することができない，対途上国国際

協力の方向も世界経済とリングした形で策定する

必要性ポ強まってきてL，ι 等の認識にもとづ

くものである。

も7一つの特色は，主だ若手のヱコノミスト達

が以上の問題をよく認識しむ労をいとわぬ基礎

データの作成と分析により内外の考練専門家にも

評価されうる実質的研究成果を出されたことであ

－， 
Q 。

さて次に，シンポジウムの様成についてである

が，それは総括セッションを合めて，全部で六つ

のセ rンョンから成ってし、る。すなわち，第1セ

、Jンョン「アジアにおける開発の諸戦略Jにおい

て80年代の開発戦略の全体的な問題点を展望した

のち，各部門別の分析に入り，第rr,m,wセッシ

ョンでは各々「工業化戦略と域内協力J，「貿易と

経済発展J，「食糧増産と農業開発Jの諸点を検討

し，これをふまえて第Vセソション「開発戦略と国

際協力！で日本の国際協力どの関連におよんだ。

さらに総括セ、yションではシンポジウム全体のと

りまとめを行ない，今後の研究の方向の展望も行

なわれた。各セッションの構成と参加者氏名は別

開発戦略20年の反芋f土80年f¥::への展望

}d末尾に掲載〉のとおりである。

〔注 l) ブロジェタトの詳細にぐFL、亡しt, 『アジア

経済研究所，r報』の1977～78年版れ JUl978～79年版

を参照されたい。

（注 2) 研究会には以下のものがある。 「アジア開

発の謀本戦時」「食糧生産の諸問題」「アジア貿易にお

ける一次産品」「工業開発と域内経済協力」

II シンジウム報告論文の解説

この節ではシンポジウムにおける報告論文を，

ほぽシンポジウムの構成にしたがし、， 1.アジア

開発戦略の総体経済的分析からはじまり，次に各

部門別分析に入り， 2.工業化戦略と域内協力，

3.国際貿易における戦略， 4.食糧需給安定化と

農業開発戦略一ーと進み，最後に 5.で最後に展望

した80年代の望ましい開発戦略と国際協力のあり

JJを， ［世界の中におけるアジア」および南北相

互依存関係の現実化という問題意識をふまえて，

より具体的にとりあげ， 80年代の国際協力主主単な

る財・用役や資金の提供に留まらず，間際産業調

整が必ヨきとなってくること，そしてそれがすでに

始動していることを指摘する。また本稿は結論に

代えて，本シンポジウムで十分カバーしきれなか

った研究上の残された問題点を提示している。

1. アジアにおける開発の諸戦略

(1) アジアの開発戦略における「成長jと「公

平の選択

第 1次・第2次国連開発の10年（DDIとDD II) 

では途上聞は経済成長の極大化を軍上目的とした

が，所得格差が著しい途上国の社会構造により経

済成長や国際援助の恩恵がごく一部の特定階級に

集中するとし与問題が表面化し， 80年代の第3次

開発の10年（DDill〕では経済成長ーの果実の公平分

配をふまえた大衆のための開発戦略が望まれてい

る。しかし成長と公平は後進的経済基盤と弱い成

ラ
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長力をもっ途上国におし、ては容易に両立し難し、。

ゲス乍 7 ・レイニス論丈「変化する国際環境に

おける東南アジア開発戦略の展望 J(Prospective 

トoouthE況は Asian Development Strategies in a仁hang

i叫 lnternationαl Environm目的はアジア諸国の開

発戦略と実績を比較分析し，本問題に総f;-的体系

をもって接近を試みたものといえよう。しかし、

G・レイニス教授は成長と公平は必ずしも相矛盾

せず，両者共存の開発戦略とそ成功の鍵とする。

彼はアジア途上国を，東アジアげ， i1~ ， 緯i斗，言港）

とシンガポー／レのタイイI左，東南アジア（フ fリ

ピン，インド下シア噌ノマイ、マレーンア）のタイプ II

とに分類して，タイワ。 Iは高度成長ど所得分限改

苦の並行に成功した NIC（新興工業民）で， ヲイプ

Hは比較的高い成長は達成したが、所得格差は逆

に拡大した例とする。タイヅ［の特徴は，一次産品

よりも工業製品の輸出に，輪入代7管と（／主 I'i よ•） t輪

出指向の工

重摂の農業政策jを並行した諸J旦とする。タイブ＂ II

は，輸入代替工業化が広範な産業分野で推進され，

その基本政策を明確に変更できないま土で，一次

産品と工業製品両方の輸出増大が追求されてき

た（実際， L、ぺたん， r:c':i＇事の保護関税で甘やかされた

輸入代替仁主主の企業家を｜玄際競争の試擦を経ねばなん

ない輸出指向工業化にシフトさせることは，強い誘因や

政府の強権を必要とするものである）その結果，工業

部門は製品構成と技術選択の両面で労働集約度が

低く，工業への雇用吸収が不ト分となったc また

足業では食糧生産よりも商品作物が重視され．畏

壮での非異業桔済活動が妻子まり開発されなかハ

たう以上の結果，経済成長の基盤を狭くし，所得分

配改苦が進ま 7（かったc タイプ IとEとの差異は

貿易型態の比較分析からも実証される。かくして

守イ 7°IIは今後，タイプ Iに習った政策転換が推

6 

奨されるc

タイプIIは現在の開発政策を継続する限り雇用・

分配面の一層の悪化をもたらすのみで，タイプ I

が実質賃念の i：昇を着実に達成しはじめている現

状からみて，労働集約的工業部門での輸出指向的

発反と，食糧に草点をおし、た農業開発を推進すと3

タイプIへの政策の転換を図るべきであるとする。

このような政策転換を促進するために先進国の

採るべき措置として，貿易の白由化，国内産業調

整の促進．政策転換時の外貨危機を乗切るための

金融面での援助が提唱され，同時に工業品輸出の

拡大のか途として， ASEAN域内貿易拡大への努

力，多国籍企業の能力の活用が示唆され，そのため

の国際的環境・法li,lj面jの整倣が提唱されているc

開発戦略を東アジア土東南アジアの 2グループ

に分けた本論文につし、ては，農業政策と工業化政

策における台湾左韓国のかなりの相違， 60年代に

は成長至上主義で、進み， 70年代以降より漸く成長

の蓄積の上に立って農業・非農業部門間の所得格

差是正が司政府の強力な政策で行なわれたこど，

など，まだタイプ0 IIでは食糧生産を重視しながら

も制度的要閃から推進できなかったゲイの場合な

ど，もう少しきめ細い分析を加えられたならば，

前年代の途上回開発戦略を展望するための必読的

価値をもった文献になろう。

(2) 「成長か公平かjの二者択一開発戦略論を

空論化する途上国成長カの実力

途上国の開発ニーズを大衆の立場から一言でい

えば， ［食iと 「職一！といっても過言ではなかろ

う。年率2～3%あ主りで増大するアジア途上国

の人口と労働力人口どし寸現実を前にすれば，た

しかに食糧需給の安定化と，増出する労働力の吸

収，雇用の創出は開発戦略の 2大重点ロ椋ーである。

しかし開発戦略において，産出の極大化と雇用の
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極大との関係は必ずしもよく理解されていなL九

{t.子元久論文「アジアにおける雇用拡大と経済

発展 4カ国につ＇，、ての概観一一一 J（（治問thof 

Employment i日 Asia A Review on Four仁ountries1

i土‘アジア 4力国の実態調7与をふセえて経済発展

と雇用拡大の関連を実証的にマケロ分析Lた91ペ

ージに達する精力的、7"I｝ゼンテーン’ョンであるυ

内有は， II）産業部門別の雇用水準の現状とそれを

規制する要悶，（2）雇用と産Uiの成長ーとその成長に

対十る雇用の弾力性。！31相対生産性の水準と趨

勢、をみることによって問題を規制する要因の性

質を述べる。対象国は，インドネシア司韓国，フ

ィ1)＼：：＂ン、ケイゴ〕 4-JJ国で、これに加えて日本の経

験を検討する。さじに一つのモヂノレを設定し，雇

用状況の見通しをインドネシアの事例で行なう。

その主な論点は，

(i）雇用水準に対する，女子労働力参加率およ

び教育人刊は年々明大しつつあり，その影響は大

きい。しかしそれらの経済発展との関係は一意的

ではない

(ii）産業部門別にみると，工鉱業，サーどス産

業，設備産業では，雇用は発展段階に応じでほぼ

順調に伸びて！ィ、る。支た雇用水準の格差は農業部

門のパーフォ－－1ンスいかんにかかって1‘、る。

(iii) 雇用内産出弾力性を推計してみても，鉱

工業は各国を通じてかなり安定した数値をとる

(0.5～0.6）。これは日本の経験ににている（ただし

!l本の値はそれ Lりも（ほしう；農業，サービス業の雇

用成長は経済成長ーよりもむしろ人口的な要因によ

ってきまっていると思われる。

什v) 農業部門の生産性の伸びは共通して低

〈、特にインドネシアでは著しく低い。さらに，

農業部門の生産性とサービス部門の生産性とは，

開発戦略20年の反省と80年代へ力！共宅

各国，各期を通じて比較的に安定しており，両者

の密接な関係をうらづける。

以上の分析結果をもとにして，金子氏は精力的

なシミュレーション分析を行なう。その結果，農

業に高い産Hi率をあたえると，農業部門の生産性

の成長率は比較的に高いが，全生産性の伸びは少

なく，結局， 40年程度のゲイム・スパンでは経済

の大きな離陸はありえない。他方，工業に大きな

成長率を与えた場合も，農業部門の人口シェアの

減少による農業部門の成一長率の急増は30年程度た

たないとあらわれない。これは経済成長カ自体の

号号さによると考える。

以上の分析から，(1）現状の雇用問題は，農業部門

のパーフォーマンスL、かんにかかっている。（2）工

業化による雇用問題の改善は，インドネシアに例

をとれば，年率5～ 6%位の経済成長の下では，

:m年以内の期間ではあまり効果をあらわさない。

(3）したがって，二者択一戦略でも短期的に「公平j

の実現を期待しえないとすれば，「やはり農業部門

の一定の成長を確保する政策は， Eうしても必要

どせざるを得ないだろうj と結論する。さらに金

子論文は，開発戦略における「成長か公平かJ「農

業か工業かjというような二者択一的決断問題に

ついては，「現在の失業と過少雇用は省力技術的工

業化の結果よりも途上国の成長力向体の不足によ

るもので，技術選択や農工いずれかを選択重視す

るというような二者択一的戦略を用いても雇用状

態の早急な改者は難L,1;づことを実証分析を用い

て示し，途上国の現状から成長と公平の並行は一

定の成長を達成しない限りいずれにせよ効果の少

ないことを提示した。

この分析は「公平なき成長は真の成長ではなく，

経済発展の挫折をもたらすもので，公平に留意す

7 
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ベし」という多くの開発論議に対して，そのよう

な論議はもちろん，正論，美論であるが，途上国

の現実を分析的に検討してみると，現権の経済・

社会基盤山下では，あまり実動のないことを厳し

く実証したものとして注目されよう。

(3) 世界経済におftる新興工業国の役割

本稿（1）のレイニス論文において，貧困途上国が

ひしめく第三役界から新興工業同（NICs）が離陸

に成功したことが論じられたが，ハンス.w. -S/ 

ンガー論文「世界経済における新興工業国（中所

得同〉の19：割J(The 鳥山 ofNewly Industrialum日

(Middle-Income) Countries in the World Economy) 

は噌この南南格差を南北格差との関連でとらえ，

NI Cがはたして先進国グループの正会員になり

うるのかっそのための条件として80年代の国際経

済社会においてNI Cが先進国とのこされた貧困

途上国との関係で果たすJξき役割はなにがを広深

な視野で分析する。

彼は南北所科格差の「拡散現象」（所得格差拡大），

北側内部における「収数現象JC所得格差縮小），さ

らに最近にお付るそのピークを越して生じてし、る

再拡散現象（時P＂.日本，同ドイ、ソの躍進を意味し .t

う〉，そして国内的には社会福祉国家化の進展を指

摘する。しかし南側l内部では逆に特例を除き同際・

園内的両面で発散現象が顕著であれ産油国と

非産油国， N I Cとその他の貧困途上国（Of》EC

諸国を除く〉などの南南格差一－第四世界の第三

世界からの分製一ーなどの国際的分裂化が現われ

ている。

この南南格差を誘発したのは従属理論的に北側j

の収数現象であると考える。

国際貿易も南北間貿易よりも北側両土の貿易が

圧倒的に大きく，南側同士の貿易も OPECの右

油供給を除くとほとんどない。 l人当たりに換算

8 

すると第三世界域内貿易は西側先進閤域内貿易の

25～30分の 1に留まる。

NI Cの特徴は， (i）途上国において特に成長

率が高い工業や電力部門の比重が高いこと。（ii)

工業化や輸出指向が農業を犠牲にしておらず，農

業と非農業部門の均斉成長，成長と公平のjil,j立が

かなりよく達成されている。 (iii）都市化問題も，

NICでは都市地域の膿用拡大で労働力が吸引

(pull）された現象だが，貧困途上国では雇用機会

の有無にかかわらず，農村労働力が押出（push）さ

れてきたこと。（iv）輸入代替工業化より輸出指向

工業化へのシフトに成功し，工業製品の圏内市場

の成長も大きいこと。（v）大部分のNI Cは社会的

進歩や厚生を犠牲にして成長していないことーー

などであろう。

しかし問題は， NI Cの輸出急成長によりその

主要大市場である先進諸国（11本，西ドイツ，アバワ

カ，イギリス，フランスなど）の製造工業部門が無

視できぬ影響を蒙りつつあり，先進国側に保護貿

易主義の動きが生じているととだ。もっともとの

本質的原因は世界的不況であり，したがって，NIC

も不況の克服に先進国とまったく共通の利害をも

っている。またNI C以外の後発工業化途上国が

輪出指向工業化を推進しでも，途上国のための国

際市場はすでにNI Cに占拠されているかもしれ

ない。つまり NI Cの成長は他の途上国の犠牲に

おいて達成されたという考え方も出てくる。 NIC

もその輸出促進の比較優位（たとえば，比較的低労

賃〉のメリットがなくなった場合，資本・綜合技

術集約的工業では先進国に太刀打ちできず、労働

集約的工業では後発工業化途上国に押されてしま

つ。

では以上の国際経済環境をどう打破すべきか。

シンガーは， NI Cはまず輸出品と輪出市場の
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多様化により先進国の保護貿易主義を緩和できる

とみる。多国籍企業による輸出品の拡大弘一方法

ヴあるとする（疋だしこの場f，，必ずしも国内に凶民経

済的に好ましい波及効果を与えるとはかぎらないが）。

また高い教育水準の基盤を活用して「技能集約的J

ιiiトintensivと）工業の開発で比較優位を推持する

二とを提唱し，人的資源の一層の訓練ー養成には

特に意を用いるべきとする。もしNI Cの閣内需

要市場が公平な所得分配構造に依存してL、るなら

ば，自国資源ど外貨が有効に活用され，外国緩助

なしに発展していけるようになろう。

NI Cが果たすべきもう一つの重要な役割は，

貧困途上国との国際貿易を位大していく二とであ

る（今までは原l変lこ少ない），貧困途上国はN I Cの

大きな市場となる潜在力をもっており NI Cと貧

困途上国とのリンクは先進国とのリンクよりも大

きくなりろる（そしてNI Cは貧困国に適した技

術開発（ミれは先進国が未着手の分野である）の指導

者となりうるだろう。貧困途上国は，現行の輸入

代替工業化を白内資源との連結が最大阪になりう

るような選択的輸出指向工業化へシフトさせる必

要がある（筆者は，これは関税保護で過度に甘やかさ

れてきた輸入代替工業化利得企業家の抵抗で容易では

ないと思うがJ もしNI Cは先進国グループ。の正

会員を志向するならば，以上の役割一一先進国と

のリンクを発展させるとともに，貧困国のよき貿

易相手として途上国域内の貿易を開発していく二

本建の役割一一ーを果たしていく必要があろう。シ

ンガーは産油国メキシコや異例の推進カをもっ韓

国はこれが可能だと考える。

こうして，先進国， NI C，貧困途上国との相

互依存的 1）ンケポうまくし、けば，われわれは「子

供達」のみならず「子孫違のための経済Jを達成

する途を創出することになることを論文は結論と

開発戦略20ipの反省と80年代への侠壊

してうたう。

シンガーの論丈は，分析的かっ視野が広深で印

象深し、。強いて希望すれば，輸出主導型成長路線

を歩むNI Cがもっ内需へのひずみと圏内インフ

レや債務累積の問題にいま少し分析のメスを掘ゥ

てほしかったoなお，私は本論文内守与を本稿回始

動する国際産業調整に連結して論じている。

(4) 後発途上国への韓国開発モデルの適用可

能性

1970年代に入り日ざましい輸出指向型経済成長

を遂げた韓国の開発戦略が，他のアジア途上国に

適用可能か否かはDD Eを考える場合，まことに

興味深い。柳原透論文「東南アジア開発モデルの

検討一韓国モデソレの適用可能十生一 J(Reviewof 

Development Model for Southeast Asian Countries : 

Applicability of Korean Model）はそれに答えん

とする。韓国がたどった過去20年間の開発路線を

みると，韓国は輸入代替工業北を途中より輸出指

向に強行転換し，輸出需要に支えられて製造工業

部門の発展をみた。その過在は確かに後方連関効

果をもち，産業構造基盤を固めたが，国内需要永

準と農業部門生産性の向上，農工両部門の格差と

所得分配の改善等は70年代に入ゥてから漸く生じ

たもので，その主因は政府の強力な保護および価

格政策である。もし市場メカニズムだけに任せて

いた場合，こうはいかなかったことを彼は指摘す

る。

まず，韓国の経済発展のメカ二ズムを， (i）工業

品輸出の成長， (ii）工業化の進展，（iii）成長・雇用・

所得分配のマグロ・パーフォーマンスから統計的

に検証し，それらを結ぶリンクを分析することに

より理解せんとする。

主要なファインデ、イングを要約すると， 1963～

77年にかけての年平均実質成長率は，工業品輸出

9 
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ボ約40°い工業生産；士約20れ， GDP  I土幸｛，JlO%，農

業生産；土約5%であり，それぞれの成長は 0.5の

弾力性を示す。上期の期聞を2分し，成長率の推

移を見ると，工業品輸出の成長率は逓減している

が，工業生産の成長率は加速化している。またGD 

Pもほぼ・・,,;J様の成長加速を示すが，農業生産の成

長率は{I＼； じかっftっきりした傾向を示さない。こ

れは，韓聞の工業化が輸出主導でおされたことを

確認すると同時仁，直接に輸出進展に上って説明

されない工業部門の発展をも示している。さらに

「工業化に主導された経済成長jが当初は農業部

門に十分な成長をもたらさなかったことを示して

いる。この点は都市農村聞の実質所得および実質

消費の比較によりさらに分析されてνる。

経済発展のメカニズムをみると，輸出工業発展

政策がまずそれ？とで園内市場向生産｝こ携っていた

既存工業分野（織物，合板，金属加工など〕から輸出

の進展をもたらすと同時に，輸出特化産業（生糸

がつら， ｛，収アパG Iレなど）が急速な拡大を示した。

70年代に入ると繊維，アパレルが依然として輸出

を伸ばす一方，電子機器，船舶等の輸入に依存度

の高い輸出品が，外国企業に多く依存する形で，

急成長する。このような急速な工業品輸出の発展

法素材産業に対する中間需要を拡大し，鉄鋼，石

油化学での大規模プロジェクトの実施により，こ

れらの分野での投入財の輸入代替がこれら産業に

顕著な規模の経済を損うことなく実現されるにい

たった。

雇用l可では， 70年以前では第三次産業の貢献が

相対的に大きいが， 70年以降は製造業の相対的賞

献が高主り，またマクロ的には失業率の低下，実

質賃金の上昇が顕著に見られる。所得分配につい

ては，都市，農村間の所特臨差に着ロし， ω年代

の急速なT業化の過程での農村所得の相対的抵下

IO 

と70年代での上昇が対比され，後者ぷ政府の穀物

価格支持政策によりもたらされたことを示し，も

し経済メカニズムにのみ任せていたならば都市・

農村間の所符隔差は一層拡大していたであろうこ

とを示唆する。最後に，韓国モデfレが他の東南ア

ジアの途上国の発展戦略として適用可能であゐか

とU、う問題につき，（i）輸出振興政策が急速な工業

品輸出をもたらしうるか。 (ii）工業品輸出の拡大が

工業化全般の発展と，工業基盤の確立につながる

か。 (iii）その閣の工業化が他部門の発展に結びつ

くか，の 3，.；ょがチェッケ点として提示される。 (i)

については輸入代替期の工業部門構成の問閣が指

摘され，東南アジア諸国の輸出工業品が，既存工

業の輸出産業化として上りも外国企業に依存して

既存工業とは必ずしも関連のない新輸出品に重点

が置かれる可能性が高く，そのため， (ii)工業品輸

出が工業化全般に与える影響力は少ないものと考

えられ， (iii）経済発展の中で工業化の果たす役割

ははるかに限定されてしまう可能性を指摘する。

しかし韓国経済発展は，その伝統的な経済社会基

盤にも重要な要因がある。本論文の指定論評者事

圭例（韓国）からも指摘された高水準の人的資源

の存在に要約されるように，高い平均教育水準，

秀れた企業家精神と国民の高い勤労意欲，工業先

進国日本が開発した最新の技術導入の容易さ，な

どを合めて「経済・社会の初期条件jが東南アジ

ア諸国とは決定的に違う点である。韓国よりも市

場メカニズムにより多く依存して無理なく発展し

た台湾についてもこの点、ではまったく同じであ

る。また他のNI Cの香港，シンガポールも華僑

人口の秀れた企業家精神や比較的高い平均教育水

準という人的資源に恵れていたことが，共通の特

徴である。
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2. 工業化と域内協力

(5) 途上国工業製品の需要市場と工業化域内

協力の可能性

途上闘が輸出指向工業化を進める場合の心配

は，製品の国際需要市場の大きさである。途上国

の専門家は，一般に自国の問題に集中して地域レ

ペルでの研究が少ないが，ゾョン・ウォング論文

「ASEAN諸国の域内協力と工業化I(Regional 

Cooperation and Industrialization in ASEi¥N）はア

ジアの開発問題を地域レベルで考察してているア

ジア人研究者の見解として注目される。 ASEAN

各国は各自の社会的政治的問題をもちながらも実

現という共通の経済的目的をもっている。高度経

済成長の実現はどうしても工業化に依存しなくて

はならなし、。

そのために ASEAN地域には地域経済協力が

仔効であることを指摘し，その可能性の浮価を展

開する。まず，各メンパー諸国の経済・社会・政

治的特徴を考察し， ASEAN形成前後の域内貿易

比率を比較分析し，現在の ASEAN域内貿易の

規模からみて，経済協力〈統合〉の可能性が存在す

るとするの現在までの ASEAN工業化は，自国

の利害中心に計画され，土た主に輸入代替から出

発していることである。地域協力は，もし実現で

きれば，各国の工業化を加速し，輸入代替工業を

輸出指向工業化に導びく，などの寄与をしよう。

ASEAN工業化協力の過程においては，現実に，

(i）貿易自由化（関税引下げ入（ii）工業化協力，およ

び(iii）各種の経済協定が行なわれようとしてい

る。しかし現行の 5大工業化fロジェクトは，そ

の可能性調査をする以前にあせって公表した観が

日郎、。計画実行上の障害は技術的に解決できるも

のもあるが， ASEAN諸国の産業構造上の相違に

よる早期解決困難なものの方が大きい。本論文は

開発戦略20年の反省 h削年代への肘現

その同日IJ実態を分析し，結局， ASEAN工業製品

の需要市場拡大は関税同盟などの地域協力に上り

可能だが、 ASEAN工業化の統合は各国の産業構

造がもう少し発達しないと実効少なし特に「統

合化の利益の公平分配」が困難だと考える。他方，

ダイのセタオングは逆に ASEAN地域工業製品

市場の焼模と安定性について楽観論を示し，セイ

ジ・ナヤは本問題の分析的結論を出すのは時期尚

早だが，国際分業が弾力的tこ受入れられる場合，

見通しは暗くないとして，同地域の先発工業同シ

ンガポールの協力を暗に求めた点を付言したい。

くASEAN工業化織内協力の可能性と優先集積選択〉

上記のウォング論文でも強く指摘されている

が， ASEAN工業化の域内協力も，十分な可能性

調査と国別最適業種の検討が行なわれなくては行

詰り国際協力も無駄になる。

f弓際分業体制による ASEAN工業化の域内協

力・地域統合については，アジア経済研究所経済

成長調査部の工業分科会（谷口興ニ主査〉が本年4

月にとりまとめた研究成果を併せて参照すると興

味深いので，この機会にその内容の A部を簡単に

紹介したし、（報告書の公干I］は来年初めを予定〉。すな

わん，農業依存度の大きいアジア途上国の工業化

の基本線に農業関連産業育成をおくこどは，たし

かに共通の開発戦略となりうるが，実際いかなる

業種が適しているかは国別に検討する必要があ

る。業種選択基準には外貨獲得（成長）と雇用創出

（成長の分配・公平）との二つが脅えられるが， 10

年くらいの中期では，両者必ずしもト分に両立せ

ず，二者択一的決断を迫られる場合が多L、。

上記の工業分科会では，労働集約度（雇用創出

効果〕が高く簡易な中間技術でも可能な産業開発

をできるだけ念頭におきながらも，乏しい開発資

I I 
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金と狭νl弓内m場に苦しむ途上国には汚然， i長内

向i；の開発戦略よりも外貨獲得基準に優先度を与

える不均斉成長論も止むをえずと考え， 1980年代

に ASEAN 諸IJ:~が開発すべき製造業種選択を分

析した。その結県，インドネシアに繊維，マレー

シアに衣料品，木材，コノレク，プラスチック，ゴ

ム製造，沼気・道子機器， －－：1イリピンに衣料品，家

具，金属司ノIイtニ繊維，木製品、鉄鋼，非鉄金属，労働

力不足のシンガポ－，レには衣料品，電気・電子機

器の；まか石油化挙品，機械，船舶などの資本集約

的工業が選出されたJ、ちろん， ー次産品資源国は

その国内資源加工型産業が西日分されるべきだが，

ASEAN全体としてほぼ全製造業種－・－セ・ソトを配

備分業できる分析結県清でたとと：t, NI Cの出

現により句後発工業化途上国にとって先進国市場

シェア獲得の見通しが必ずしも明るくない環境下

で司シ乙・｝／ー論文f.f（稿3.）が聾案するように途上

国間の貿易拡大のために望ましい比較僅位を秘め

た途上地域の域内分業工業化体制と，共同市場の

経済的可能性を示唆するものとして興味深＂ .。

(6) 労働集約的工検製品の国際競争力一一イ

ンドネシアの事例

現行の鴇入代替工業から輸出指向型工業の推進

を狙う場作，耀用吸収型工業製品で，はたしてど

こまで国際競争力をもちうるかは，新興工業国以

外のアジア途｜：国の共通の課題である。

インドネシアの第 1次5カ年計画および第2次

5カ年計闘の10年間（1969～1978年〕の経済発展は

国内要因によるよりも，インドネシアの輸出を急

速に拡大させた外的要因 f石油その他の鉱産品こ対

する国際需要など）によるものである。

輸出増大は，主として石油その他の鉱業採掘品

輸出に上るものであり，その雇用吸収効果は小さ

かった。今後，インドネシアは雇用吸収と外貨獲

12 

得をいかなる業種で両立できるであろうか。

パストノ、サヌディン論文f工業品輸出の競争力

一一一インドネシアの事例一一」（TheCompetitiveness 

of Export of Manufactures : the Case of Indonesia) 

は，（i）インドネシア輸出品の「労働集約度」をJ品査

し，特に (ii）製造品輸出の国際競争力を分析する。

彼はインドネシア輸出の労働集約度を産業連関

表における雇用係数から推計して， SITC分類に

より，（a）高度労働集約財と‘（b）準労働集約財に分類

する。そして，インドネシアの輸出増（1973～75年〕

の主な要因分析をコンスタント・マーケットシェ

ア分析により行ない，競争力を決定する要因は，（a)

熟練労働力の必要度（低いほど競争力は高いとする〉，

(b）規模の経済性（小さいほど競争力は高νとするん（c)

資源の入手可能性，の三っと考える。 f正論文；土，

特に（品）と（b）につき検討するが， 1974/75年の工業

調夜を用い，労働集約財である食料品，林産品，

ゴム，皮革，非金属工業製品な立が競争力をιつ

ことを見出す。

彼は｝：記三つの競争力決定要閃から，平均賃金

がより低〈事業所当り付加価値が上り低いものを

競争力の高いものとして選定している。しかし本

論文の根本的問題は，一国内だけでの国際競争力

をもっ労働集約的産業の選定には一つの指標にな

りえたとしても，最も問題とする国際比較におけ

る国際市場での競争力を判定する指標には必ずし

もならない。｛刷こ国際競争力があっても食滋不足

のインドネシアから自国産食糧資源の穀類関係製

品を輸出することは現実に難しいことなどの問題

を未解決のままにしている。

3. 貿易と経済発展

(7) 輪出主導型成長における選択一一工業製

品輸出か一次産品輸出が

ところで，アジア諸国の経済開発にとって，工
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立製品の輸出にたよるか一次産品の輪出にたよる

かと，，寸選択の問題は、 EJ51l年代以来たびたび議

論されてきたカv必ずしも結論的帰結をみていな

い。）尽洋之介論文「輸出主導型経済成長の理論fヒ

をHll'iして」（Towards a Theory of Exports and 

Economic (;rowihl：土，この問題解決に‘主として稲

田献一教授によって間発された梓一済発出モヂルを

応用してj妾.i!iL上うとする問題提起論文で、ある。

主ず， .wr+c1とマレーシアの過去20年間の経済成

Eノ、々ーンを比較観察しう 工業製品輸出主導塑に

よる経済成長ト二は，経済f戎長率の加速化がみられ

るのにけしと‘ 一次産品輸出主導型にはこの加速

化カI 見られなL、ことをJ出向する。次e二， この観綜

事実が発生したずロセスを稲出モデルにしたがっ

て理論付Jに説明しようとするじその控となる事実

は，

九1;:」

第l：ニ工業製r'i/d土「焼慌の経済をもっ生産関

によって L、るのに対して，一次産，＼，＇，はそうで

；土なし、と，，、う生産除l数のj長いである。出2は全i廿

＇／千c!ilり際市場におし、て， j金L国産品の輸出シェア

1ピA 小さし、のに対して，途上J£-I一次産，＼i'，のシ ιγが

かなり高レといろ｜司際市場条件での相i主である。

このて二つの条件の違いが司開発2り年の経過におけ

る工業製品輸出主導経済による経済成長1Jlli主化の

/1見功とー・次 i1r ，＇，／， ~i/U二作尊経済による bu ；主化の失敗

とを志たらして！ぜ‘ることを理論的解明する。

こく単純化された形とはいえ， このような抽象

1YJな経済理論モァ，－／レか， アジア諸国の経済開発戦

略の指定における重要課題に十分に有効な説明を

lj.えうることを＇ lくLtこ／以こ，

メリソトがあるといえ上う。

このll¥H返提起論文の

(8) 見直すべき一次産品輸出の潜｛1_:}j

J_ 一次産品輸出

を工業製品輸出に転換することは一次聖子，，，，／，輪任官cl

：－＇）ほぼ共通した円標で， アジア途上国工業化の進

開発車k肺1120,1ムじ lfi f1と80,111_:へ，；JIJ('-/1 

展が注目されているが，今関口IH紀論文［アジア

における一次産品輸出の可能性＿！ (l'ossibil向’。f

Primary Export Expansion in Asian Perspective) I土

同年代の中期開発戦略として， 一次産品輸出i閉会

の重要性を一連の数量分析の裏付けをふ主えて強

識する。60年以来の開発，l十両のi趨勢をみると，世界

の一次砕M，輸出におし、て先進国の輸出比率が滞i±~l

し，途上国の輪出比率が低下してきてし、る。との

理由は先進国内貿易が増大L，途｛：匡iの先進一回一市

場が奪われているからであるc 特lこ問題なのは先

進国比率の上昇が加工一次産品よりも未加工一次

rf,¥I1の比三幸1土井によっていることで、あるじ加工ー

次産品輸出比率は， アジア諸i孟では若二子の［－＿昇が

あったが、 アフリカ， ラテン・アメリカなどの低

下で途上回全体としてはあまり変jバペい、cASE 

AN諸国、特iこ7 レーシア， フfリピン， 々イは

工業化の進展にもかかわらす，力llJ：，宋｝JIITl両一

次産，W，の輸出比率が｛氏ドLており， ASEAN全体

としての一次Jl-Ei¥/，輸出比率も低下してし、るι

今lllrJH：は以上の実態の数最分析を行ない， j主上

｜七i一次産品輸出比率の決定要肉が，従来i全日五が

主張してきた先進国輸入市場の条件より輪出途上

国側の供給条f1：を反映すら競争力にあること，そ

してそれを弱めている主［誌が急激な輸入代替工業

化と工業化｛憂うb資源配分政策にあるとする。すな

わち，輸出関税や資源ナショナリス、ムに上る輸出

制限措置が未加工一次産品生産者の生産意欲をllfi

古し， i玉j11＇］一次産品加工業者が 114内原料の使用iこ

上りえられるはずの比較優位を失うこと。 t fこ輪

入代替工業化にともなう関税保護によりl日際的に

割高となる製造工業品を投入要素として使う一次

産品産業は国際競争力の観点から不利になること

であるo ASEAN諸IJ.:1の場一台でも工業喫品輸出は

~、速にのびてきたが， それが輸出に占める比率は

I 3 
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主だ微少で，輸1l '1のll：倒的部分が一次産品輸出tこ

依存してい石仁 ASEAN諾国の場合，レイニス論

文でも指摘されてL、るように，新興ql進工業国に

ltべると，その工業化ど需要市場の鑓符には解決

すへき問題が多く，シンガボール以外，80年代に，

その輸出産品を伝統的一次産品から工業製品に大

幅に転換しうる可能性は弱いど考えられるのだか

ら A 次売品輸H＇，の成長が純化するとどは輸出全体

の成長鈍化となり，それによる外貨不足は工業化

を~）阻害するこ土になる。逆に一次産品の生産・

輸出を有利に寸る資源配分は輸入代脊工業化をも

t l〕有利にすると考える。したがって現行の輸入

代梓工業化も一次産品産業に不利な影響を与えぬ

よう寸分；ニ配慮十るへきごとが強調される。

(91 未Jm工 ・17；産i日l輪tllか力l1工ゐ次産品輸出か

輸入f1-'.梓工業化の開発路線に対Lて一次産品保

h国び）間発における A 次産品の重要性再認識を主

張する／「問論文，.：＿ttl応じてラ平田章論文「アジア

における輸llH＼＇：杯の可能性一一介板の事例一一！

(Exportドul,stitutionin Asia A Speculative Approaιh 

to the （、ase(Jr刊〉川口口《l）は，未加工一次産品輸ll＼を

力fl工一次産品輸/J＼＇二転換する輸出代脊工業化が必

ずしも適切な開発戦時ではないことを実証L，今

岡論文と仁どもに多くの東南アジア諸国の輪II¥代

梓開発戦略の反省、を示l廃するユニークな論巨であ

る3 すなわt－， ，輸出一次産品の力IIT度を高めて輸

/)jする輸出代脊は，原則論としては，理にかなっ

た開発方式の一つ tだが，現尖をみると，成功した

作1jは，ケイ山錫精錬， 7 { 1）ビン山ヤι油の搾託11,

J レーシ7 とフィリヒンの製材などきわめて限定

されてL、る。資本の機会費用が高し、途上国では資

本集約的産業（たとえば，食用許li特製，タイヤ製造，

tl口］製ttiti:ど〉を設立ずることは難しし、が，原木の合

板加工はそれほど，資本集約的でなく途と固には

14 

適切な輸出代替産業と考えられるのに実際には各

種の困難に遭遇している。本論文はこの問題をマ

レーシアとフィリピンの合板加工輸出の事例を中

心に解明せんとする。まず最近，若干多様化現象

をみせている輸出代替の概念規定を行なか，その

実態の概観をし，マレーシアとフィ リピンの合板

産業の発展経過と性格，その世界市場における位

置づけを試みる。

すなわh，アジアの合板輸出国は，）原木ペ〉木村

を輪入して加工輸出する加工輸出国（ H本，斡［司，

-f,y;のと原木生産国で木材輸出と木村の加工輸出

をする資源保有輸出国（マレ－＞ア，フィ I)ピン fr_

どヲにi_x月I］できる。マレーシアとフィリピンは同

じ範暗に属するが，その合板輸出における業績は，

アフリカ産原杉供給の壮絶とし、う混乱時に欧州市

場に喰込む俊幸をえたことも重なりマレーシアが

ブ flJピンに格段の差をつけてしまった。しかし

近年は加工輪出l:ill，韓国と台湾の主要市場進出に

より弔競争が激化して資源保有輪出国のマレーシ

アとフィリピンはともにおされている。その主[kl

は，低品蛍，｛氏企業管理能力，流通基盤の不備など

に帰せられよう。また今岡論文が指摘した通り，

資源、の均斉配分を欠いた過度の輸入代替工業化政

策も原因となっていよう。

{t板加工は比較的低い技術や簡易設備でも可能

で，またかなり労働集約的であれ工業が未発達

で余剰労働力をもっ途上国に適切な産業と考えら

れるのに，必ずしも成功しておらず，既得の市場

シェアさえも失ってきてし、る。論者によるとの原

i士iの体系的分析はまだ十分でなL、が，途上国が輸

出代替を志向する場合，先進国や新興工業国との

国際市場における競争可能性が大きい場｛tは、そ

の｜前途に多難が予想され，慎重な配慮を要するこ

とを分析指摘した点価値が大き b、。平田論文は，



1979100017.TIF

ここで一次産品加工の水準には各国の自然的，経

済社会的環境による制約条件が存在する可能性を

,1~岐し‘「加工度を高めて付加価値を増す方策はす

べていいことだ」という単純な考えで，国別特殊

事情を技術的に十分分析せずに一次産品輸出代替

を推奨することの弊をいましめる。論者はフィリ

ピンやマレーシアの場合，もっと機会費用が少な

くてすむ他の工業化方策が賢明なのではないか，

むしろ普通の労働集約的軽工業などに努力を集中

する方がよいのではないか（限られた資源保有量を

考えるとその感じが強くなる〉と興味ある問題提起

をするが，ここではこの点の分析と結論を導出す

るまで立入っていない。論者のより

今後に期待してやまない。

の研究を

( 10) 国際市場における短期商品協定の栖格安

定効果

坂井秀吉論文「短期的需給条件に対する商品協

定の効果一一錫の事例一一」（EffectsりfCommodity 

Agreement on Short-Term Demand-Supply Condi-

tions : The Case of Tin）は，長期的市場展望の問

題とならんで一次産品問題の叢婆な一面である輸

出価格安定化の問題を取上げている。本論文では

錫(T）国際市場の理論モデノルが構築され，緩衝在庫

操作による政策的介入の価格安定化効果が理論的

lこ分析される。

一次産品価格の不安定性に対処する方策として

は，現物市場への政策的介入と先物市場の発達を

通じての保険機能の導入の両者が二者択一的に提

示されてきた。本論文の主要な理論的貢献は，現

物市場と先物市場をともに含む理論モデルを構築

してそこでの政策的介入の効果を分析したことで

ある。本論文の今一つの特徴は，鋭市場の具体的

なオベレーションを踏まえてそデ）レ化がなされて

おり，それゆえに理論的帰結の現実妥当性の検証

凋発戦略20年の夜行 J削 fド（にへの炭望

がより明確な形で行ないうることである。以下，

本論文の概要を述べ，そこに含まれる問題意識と

政策的含意を明らかにしたい。

本論文が取り扱っている課題は主としてニつあ

る。従来，一次産品価格の不安定性が経済に与え

る影響について種々の側面から議論されているの

であるが，本論文では，不確定性のある市場につ

いてパレート最適という視点から経済厚生がどの

ようなものであるかを概念的に整理するのが第1

の課題である。この概念整理をするために，安定

市場，不安定市場，不安定市場への緩衝在庫操作

介入（投機密実的参入）について経済原生を相対的に

比較し，これら三つの異なった市場における，経

済厚生に関する一連の命題を明らかにしている，

このよろに整理された命題から本論文の第2の課

題である緩衝在庫操作による価格安定化のH的と

意味を導出し，特に，実証可能なモヂルとするた

め，錫市場を取り上げ，これの現物市場，先物市場

モデ／レを事実に側して導出しているのであるが，

このモデルはムースの理論モデルと問形式をも

ち，ムース理論モデ、ルの錫市場への適用とも考え

られよう G しかしムースの理論モテルが現物市場

のみのモデルであるのに対して，本論文では，ア

口ーの危険回避者を前提とし先物市場モデルを提

示している点で，ムース・モデルの拡張がなされ

ている。

本論文の理論的結論として，ムースの採用して

いる合浬的期待形成仮説が，現物価格の安定化を

もたらす条件が明らかにされ，それにもとづき，

緩衝在庫操作による現物市場への政策的介入が，

現物価格の安定性をもたらすとはかぎらないとの

政策的合意が導出される。本論文は一次産品価格

安定化問題の曜論的分析と政策的提言を結びつけ

るためのユニークな貢献をなしており，この方向

15 
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m2 )0 fH意すべき問題点は，途上国人口の大部分

の食糧に対する需要の所得弾性値が高〈，経済開

発の目標である成長と公平（所得再分配）が進展す

でのー闘の議論じり展開Jが望まれる（本論文はその

段、改prカお加えんれたこともあり，ヰ；要約には著者ーおよ

・1rc市Hi凋支部〔！）担IJ¥J.1日（l霊i壬の協力をえた）。

1人当り食糧需要水準がますます高くなるれf;f,食糧増産と盃業開発

食揖需給の見通しと 1：：%業開発戦略

4. 

(] 1) と土である。他方，食糧生産費は食糧輸出先進国

も途i二iヨも石治価格上昇でますます高騰するをみ

られ，食糧輸入途上国は外貨の制約から有効需要

の充足に必要な輸入需要をもてないだろろ。

以トJ 南北格差是正のための途上二回の開発戦略

を主にて業化と貿易につし、て論じたが，もお 7）ん弔

食糧需給の安定化の上に立つ農業

その後進的基盤と変動のTジア畏業の問題は，

大きい気候条件に依存しており，生産がきわめて

6～7年ごとの早魅と凶作にたたかれ不安定で、

全た開発戦略J：の問題として，パランス

を欠L、fこ工業化優先政策により限られた資金と資

iW u）配分が農業部門の開発に不利にされている場

合がかなりみられることである。

て主jIJ, 

発展が自iHIIとしてあるの i会j闘は人i！の60～日（｝%

を民業1tll門にJ来Li畏業（衣：(r経済だが民業部門G]) 

pのシニc7は叩～70%に留まる η この｜玉i内格差に

IJ[Iえての食慢の生産・分配♂J南北格差も著L', 、。

7ジア諸国は197,1年以降の好天候続きで弔地域

的協差て〉過不足はあるが、総e業生産はここ数年

その基底には，

しかL人i1m11nの主ずはJlifl，羽にのびている。
匹、i
 

nn 

－
 

トのl丙而から行なわれな〈てはならなし、。ハード

の1／互につL、ては，大規模施設の設l官も重要だが、

今後はそれに並行して、小規模かっ経済的な基盤

改1fをきめ細〈行なうこと，新規工事上りも経済

的な既存潜殺施設の改善，地下水の利用度向上な

どにもう少し力を入れるべきであろう。

食糧需給の改善ど南北格差の是正は，国連DD

IIによれば年率 1%の食糧増産を維持する必要が

あるがラ栄養の質的改誇や個人消費の構造変化を

片えると 5';X，のテンポで増産する必要があ九う。

しかしこの目標達成は，今後，長期的に天候が！順

調につづかないときわめて難しそろである。 i，し

fジア途上同の食糧生産を人 l:.J増加（1975～氷川

年の｜！！！にい憎するを予測〕よりも若F上lei］せるため

には， 1980年代だけでも肥料消費を現在の 2前化

ハードと、ノブl走盤改苦による農業体質強化は，とめ l人、flたり食f量生産l土、特例を除き，様ばし、

T ＞＇ア注｝闘の開発舟二日命では

i~~~i ，特：に f計量，~；ii{,i ニ！討しては長期楽観論を古i1舵

/J>f氏ド気l味で糸る

この点、与てどう＇／号えるヵ、

;J;J全l二iιrn↑！発の戦略を大きくキム右する〈｝主lt1'宇；命文‘ 

食糧｝円声去と tミキ、「rm発計，断J(( ;ro羽T l'vI《》reF（》odand 

Rt 1l Devい孟101】me円1I》r口民rat

；令山将来をむし〆，（震をiJt,問題と予測する。食障よ↓：

ilr .消費・栄子主7}:.J"!fJl南北格差も拡大傾向にあお

としてL、お i.のがあるが，

この食、結需給の安定化か

fメ！！力ぴ） it！際食糧政策研究所 (IF！》RI)のi,!c

;:i•)’) （’；JUii：上ると、 i全i：作｜人［！の：1分の 2を擁す

！主上回開発戦略の法本条例：に

Ltこが •） ご、

/f（用 r~z収とともにう

手，』ア
I .＼.／~ 。

と芳える。

19(10年には7001)～問0077トンに増大するおそれが

ある。特にアジ「と 7 7 リカのサハラ地帯の食極

不足｜ヰでは食糧増産の真剣な計画iを裂し，先進国

の食糧援助必要量：もi明大せざるをえないだろう

iリ75｛下の l'.!00 ,jトン方、ら＇.）諸国（／）食事品不足l土、

しかL，途上国の肥料の輪入依

存t't，肥料館i格の高値定着，外貨不足などが阻害

的要因となりそうである。

する必要がある。

16 
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アジア農業の体質強化には，生産基盤のみなら

ず，流通基盤と制度基盤の改苦が並行されねばな

らぬ。二れに関連して小農の助成は特に留意され

るべきである。小農 fl, いろ上 t）実態は零総農だが〕

はアジア途上国農民の主体を占めながら，小規模

経営の不平I］，資金力不足，信用手t]Ffjの担保物件の

不足などのハンヂ、イキャソ 7＂をもっている。小島

を強化せぬと市場余剰の変動幅が大きく，農産物

市場の不安定性と非効率性を除去できない。 Fト作

立はもっと不利な状況下にあり，その身分の不安

定性も農民の意欲ど生産性を阻害しているの結局，

アジア農業の体質強化l土．途上国の「食糧！と「雇

用｜確保のための必須条件でーそのためには従来

の局部的方策ではなく，各部門間の関係を保つパ

ザケージ的な総合農村開発政策が要請されてい

る。これに上り，長期的に生産力と雇用吸収効果

をもっ大型の基幣改苦，天水岳地と品作地の活用

(i金上国にi料、在的千て地が少なしJ若介入手志盤改詳に随行

した農業多角化の開発などが同日IJ事情に応じて選

択的に行なわれることだ。在来農業上りも「正倒的

に多くの工業製品（途L国では未発達）の投入を要

する続の革命t，上手に活用すれば，本来，現在の

アジアの労働集約的な小規模農家に適した技術と

なりろるものである。

以上のように農業は今世紀最後の＇.！5年間に倍増

が見込まれる途上国人口に食糧と雇用を供給する

任務をもち，この H的をより円滑に遂行するため

には農業・非農業部門が相互連関的に発展しうる

メカニズムをもっ経済体制が必要である（以上，

本？？の見解をす1丁一補足 fさせ亡いただいた）っ

(12) 経済発展における米穀輸出政策の役割

アジア諸国の経済開発の過程で‘アジア人口の

長i，革要な主食である米の需給調整が，たとえば

米価が実質賃金に作用を与えるといった径路を通

開発戦略20王！の反有正80年代への俣市

じて，経済開発過程そのものに多大の影響を与え

ていることは当然である。原洋之介論文「アジア

の経済発展における米穀輸出政策J(Rice Policy 

m Asian Economic Development with Special Re-

ference to International Trade）は，このような米穀

需給の調整に関する米穀政策を，経済政策理論の

立場から整理し， その中で特に米穀貿易構造（米

穀貿易を軍事占市J:t,1と仮定する〉の変化が各国の米政

策にふえてし、る影響を明らかにしよう左する。米

穀政策は各国の国家経済政策の一部があるので，

その政策の目標，手段および制約条件という 3次

元で，それをとらえると左ができる。特にこの政

策目標の中では，米穀増産と国内の需給の安定化

とがとりあげられている。その政策手段は， 「米

穀増産iに関しでは，高収量品種と濯i銃投資との

絡み会わせが， 60年代後半期の農業技術革新「緑

の革命jの経験から最も有効なものとして，政策

当局者から認識されていることを明らかにしてい

る。また， 「田内の米穀需給の安定化Jという政

策目標に対しては国内の備蓄出現際貿易の利用左

L寸政策手段がとられている。

この国際貿易機会の利用という政策手段は，し、

うまでもなく凪際貿易の構造という国際的環境条

件によって規制されているので，本論文ではこの

米の国際貿易市場の構造分析が試みられている。

その経済理論的仮設は，募；占市場の経済理論（本

論文では，そのモデルの数学的定式化が行なわれてい

る）であり， その仮設の下で国際貿易のコンスタ

ント・マーケット・シェア分析が行なわれる。

以上のように本論文は，アジア諸国の米穀経済

の非常なブロードな展望を抽象論を排して，現実

主義的な接近法で行なったものとして注目され

るつ

なお；本論文は，原氏が以前に発表されたもうー

17 
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つの論文「アジアにおける米偏苦戦略J（長谷山崇

{f;編著『ア己／アの食指需給と国際協力』第3章 アジア

経済研究所 1977年）を併読されるど，問題の理解

がし、っそう i築士るであろう。

5. 開発戦略と国際協力

(13) 途上国の立場からみた開発戦略と 1¥J際協

力の方向

ピシヅト・セノ7ウォンゲ論文「アジア開発戦略

の新方［白！と国際協力 J(New Directions of Asia’s De 

、elopmentStrategies and International （、，ooperation)

は，途上国タイの立場から国際協力のあり方を先

進国にアッビールする熱章ある論胃であるc

本論文はまずタイ経済の実状と開発計画の方lr•J

を，総体経済，農業，工業、国際貿易の各部門別

に解説し， 同国が直面してL、る主要な経済開発の

問題とニーズを指摘する。特に，急増する人口増

加，農業基盤の脆弱さによる農業生産の不安定性，

過度な輸入代替工業化の弊害，民間資本の不足、

流通部門の非効率性などが焦点となるつ農業生産

の問題解決には， i整i降用ゲム，貯水池，農地水路

などの拡充を， 全た農業生産性向上には農業多角

化と政府指導を支柱とする作物・作付地転換機構

などの拡充を提唱する。 工業化につし、ては，技能

労働集約型工業化をもってよしとする。 こまLはシ

ンガーが， NI Cの新しL、工業化方向として提唱

するものだが，セゲオングは，後発：：仁業化途上国

にも同じ型の工業化を推奨する点，注目を要しょ

つ。

すなわh，多〈の途上国が比較生産費・優位の

視点から推奨され， tた推進している比較的単純

な労働集約的農業関連産業（手i：芸品繊維此缶

詰食品、家具筒、菓子ちi，麻袋、飼料など）は内需の

規模は小さくう［;ill際需要もあ主 I）期待できな L、。

第 l，期待する輸入先進国側の輸入需要が不況の

18 

継続でぱっとしなし、。 もし以上の産品にのみ力を

入れていると必ず打撃をうけることになろう。そ

こで， タイ（他の多くの途上国もi司じと忠われるが）

はその貴重な資源配分をもっと技能労働集約的な

工業（彼は屯気・電子製品， 7 イノレムおよびこれらの部

品など指す）の開発にふりむけるべきだろう。なぜ

なら， これらの工業製品に対する国際的潜在需要

は非常に大きいと推計される（この需要市場の推計

をベースとしていと〉点＊論文の価値を高めてレ主う〉。

しカ‘し後発工業化途上国が以上の工業開発戦略を

とった場合の問題は，当然のことながら，先進工

業国や新興工業国との競合である （そしてJ:lt'f論

文とシン Uー論文i上正にこの問題の解決策を＂命じ日

る）《J セタウ寸ングは守イにつL、ては具体的に t力

所の工業化地帯を提唱する。

IJJ際貿易につL、ては， ASEAN地域内貿易は特

志関税制度tこより海;jj慢するとみる。 ASEAN人口

の晴好の類似共通性は域内貿易拡大にプラスの要：

同となろう。 しかしアジア域内では日本との'ri¥J; 

アンバランスが拡大するおそれが濃厚で， この是

正が日本との健全な政治・経済関係の維持のため

に不可欠であるとする。

ケイはその開発計画の遂行には長期にわたり多

額な資金乞必要正するが，低所得水準のため組純

賦課による国内資金調達力は少なく，生た重課税

は民間投資意欲を阻害してマイナスが大き L、と主

張する （しかし，人ilの70%をrl，める農業部門人iiに

lcisJF＇：所得の分間己比率は 30%で，大部分の国民所得が民間

企業者に分配されており，しかも凶外投資・流出の資金が

少なくない実態をどう考えるべきかν） 結局， タイ

はし、かに自助努力をしても，多額の外資借款を不

i可欠Eする。従来， ケイはもっぱら国際金融機関

からの借入に依存していたが， 最近i土先進i主l（特

にfJ本，丙ドイツ）との 2国間協定による借款もえ
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てし、る。ケイに｜浪らずアジア途k国に対する資金

貸与の｜司｜際協力に問しては，特に，日本の思し、き

J 》た協力的役割に期待するとこんきわめて大であ

るc 借款方式はソフトローンが被援助［T.jとしては

1i;-！土しく，ハードローンの場ftもできるだけ長期

延tl仏、方式が型土 L，，、と訴える。

本論文は竺ムにi全1国の開発戦略のJJ1,1Jiこも？1毎

日を下し‘ ：c:，；宝な仁業fヒを遂げながらも深刻な政

治社会［内不安定をみた中東諸同（いi f干 ／） の体

！？散に鑑み， I ？千序業部門間にバランスのとれた成

長＇ Cここではと；と［与を北iiL fこ成長と角半世〆刊の必要性

を強調し、 ｝：jに農業生産ゃ農村生活をお人そかに

する開発政策は厳iこ慎むべきで，その点， ヤ イは

ヤたすムに工業化をあせ九仁 i誌の柱である農業

の開発に｝J{i：入れどおり、健全な開発路線からj生

脱しごL、な＼ ＇，，そのた灼に同氏の 7食jに問する

憂い1-t末長く存在せず，必要な国際協力がえんれ

れば，将来の発展＇二十分な J長在プJを備えている二

とを内（古を i,'jて強調する。

(14) 南北相互依存型間際協力への途

さて， fl司写苦戦略の論議は，以上のよらに開発zo

年の反省と 80年代の展望者どめぐって，（1）総体経済

（本稿H苧： lI『，21丁業開発（l,,J'.! ), (3）国際貿易（！ぃj

:, i, /4）良業開発（｜ぃ]4) と部門別に相互連関

を図りなが c，進められたが，最後に，その開発戦

略の実現に不可欠なlヰ際協力をf及う。三iii士（i)]$j

に対する北グ）思いきった援助。 （ii）南北相fi依存

関係を内蔵する国際産業調整というこつの問題に

収；；；：されl.C) O 

すなわち，片野彦ι二論文！アジア開発戦略の新

方向と ITJ際協力」（New Directions uf ,\sia '~ De-

velopment Strategics）はケイの王事例分析をふ tえ

なノトム，現在（＇ Jill:界経済停滞を脱出するためには

先進国聞の協力だけでは難しく，途上出経済力を

開発戦時20,1-:,u：＇れそ 8011(!;;,, JJ J兵汗l

大規模な国際協力により強め，自力では大型有効

需要を創出しえない途上国に自国産工業製品とそ

れを生産する先進回生産の資本財に対する有効需

要を創出することを提唱する。 1976年次の自由経

済圏（ただし産油同を；，，－まず）をみると， flそ界GNP

のお5'Yr，を産出する先進国の人口シェアはわずかに

27%で，人口の7:3%を容する途上国のGN Pシェ

アは Ei%にすぎない（比序回を合む全世界では，途

上国の人IIシ工アカ，60%, Gi'..: Pシェアが 9%)nもし

開発が効果的に進められた場合，途上国は大きな

有効需要市場を長期的に創出する潜在力をもつこ

とを片野教授は推J十する。

先進出でも80年代に世界経済の浮揚力をもっi豆

は， H・米・西ドイツぴ） 3カ国だが，日本と西ドイツ

は輸出主導型経済の上に立t，，世界経済回復の挺

子iこなろうとすると輸出強化となり，他の先進国

の保護主義を強化させ，それは途上凶にも打撃と

なる。輸出に代わる内需主導型成長も実効はあま

り大きくない。輸出に代わる直抜投資も先進国で

は大規模な新規需要を創出できるか疑問であり，

i金上回の場合，政治不安や後進的経済社会基盤が

先進国の投資誘因を阻害してし、る。先進国経済の

停滞は対途ー上回援ll}Jと途上国からの輸入の伸び悩

みとなり，途上国の成長を阻害するという悪徳環

となる。この解決策は，農村開発などを含む途上国

の自助努力と先進国の援助i乙よる途上回開発の推

進一一→途上11ヰ所得水準の向上一→途上国における

白l}.c]お上び先進国の工業製品の需要増ftl （開発に

は資本財輸入が必要）←→先進！司の投資誘同の高揚

ー→先進i弓の対途上国援助と途上国からの輸入増

大という良J佑A環になるとする。それには途上i誌の

工業化が不可欠である。 UNCTADなどで要請さ

れている国際商品協定や輪出所得檎償協定で一次

産品輸出所得が安定向上しても，資源保有途上国

r9 
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の累積債務と国際収支の圧力が軽減する程度に留

まることを主張するG

西暦2000年までに現在の 1人当たり GNPの南

北格差12対 1を7対 1に縮める開発戦略を分析し

たレオンヂェ 7研究チームの「世界経済の将来｜

も年率 7°/o前後の目標成長率を推持するには農業

や一次産品の努力だけでは難しく，どうしても製

造工業部門の役割に期待せざるをえないとする。

(15) 始動する国際産業調整

その工業化も支ず労働集約的で中間技術でも可

能な軽工業が，余剰労働力をもち技術水準があま

り高〈ない途上国の実態に適しているが，長期的

には資本集約的な重化学工業の比重が高圭り，そ

の.~長率も軽工業を l－－回る上うになると予測され

る。

途上国のT't化過程で先進国は比較的不利にな

る向国産業を漸次i全日司に移転させるための産業

調整，業種転換、労働力再雇用などの問題に対処

するととになる。片野論文は世界経済の長期的趨

勢からも南北相互依存型開発戦略か人も国際産業

調整は不可避的で，とれが南北問題改詳の糸口に

なることを期待する。

国際産業調整は自国産業の犠牲を受ける先進同

には苦悩だが，かつては発展途上段階にあったR

本と欧米との関係でみられたもので，現在は日本

とNI Cの問係ですでに始動しているの相違点lま

H本は実績で否応なしに欧米に調整策をとらせた

が，現在は，従来の効率第一主義の世界経済を公

平を重視する NIEO（世界経済新秩序）に改者せ人

正する「南jの要求と南北経済相互依存関係の認

識の下に動いていることであるO そして同年代

は『本稿（3）シンガー論文が論じたよろに，先進国

だけでなく. NI Cも後発工業化途Hヰから同様

な産業調整を要求される運命におかれるに違いな

20 

い。片野論文は，問題を南北問調整に集中してい

るが，間際産業誠整は，先進国， NI C，後発工

業化途 k国を合めた南北と南南の相互依存関係の

確立であり，その戦略のあり方はシンガー論文に

よって補足説明されよう。

m 1) 輸入1＼：：修工業化に， ) し、て lt，鈴木長＂I編『ア

ンア c'J経済発！］毛 と紛fll.Jtli{,Ji；装化』 （T ：； γ経済研究

内 1974＇！〕わ孟て干 ，4sianI11clust rial lJc叩 elof,1111'’nt

（アノ 7経済研究所 197,11ド）灯参照を Lljめ －r<Jc 
(/i 2) アンア，｝）稲作J主体II（，：新L’よる淋11三）) ,f,); t¥を

>, iお！.tニプンアしり［tf.il',t;;f{；チi!lll(1990,1): : Ill しては，

jと行i11っ：，＇＼ f;悦『 Fジ 7 の祁f’iHi術 J下新と；転殺J;t(,!J( 

'I'.! ( 7 －＞ア経済研ずmi 1979,1 s JJ）があと c

m むすび 残された課題と今後の研究

方向 （佐 l)

本シンポジウムの総括報告 （Jil'!!f；副干，長干名tll会i

ti，金子j己久 f国際シンポジウム，アジア開発の新方向

総広報告 J (Summary Report to the Inter 

national Symposium on New Directions of Asia、lJc-
velopmen1 Strategies）は開発戦略の基本的な選択

を，次の四つの輸の組みあわせからなるものとし

ている。すなわt)A.成長対平等，B.農業重視対工

業重視， C.輪入代替対輪出指向，D.一次産品輸出

対工業製品輸出，の 4組の選択の組みあわせであ

る。ところが，この選択は，おのおのの国の（i）向然

資源、，社会的資源，および人的資源，などの国内的

な資源賦存状態， さらに（ii）外国からの資本導入

の可能性，原材料価格，輪出品のマーケ、ソトの状

態等の国際環境，の二つの条件によって大きく規

定される。特に後者については石油危機等の本来

予測不可能な，不確実な要素に左右されるおそれ

が強くなったことが， 70年代後半の一つの大きな

変化であるこどはいうまでもなし、のこのような条

件の下で基本的な選択を行ない，これを組み合わ
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せて－nした開発戦略全形成してし、かねばならな

いところに，現代アジア各同の基本的な課題が存

在するのである。

しかし，前にまとめたように，各産業部門におい

ても，この選択に関わる未解決の問題点は数多く，

主して経済全体にわたっての一度した戦略をう九

たてるにたる十分な研究蓄積が行なわれてきたと

は言い難」、。二の意味で本稿の目頭に述べたよう

に、本与〉ポ，／ r)ムが経済開発戦略を全経済部門

にわたっご体系的に議論しようとしたもので，ア

ジア経済研究所では，そしておそらくは日本でも

初めての試みである二とを考えあわせれば，シン

ポジヴムが7ジアゴモ体にわたって規範となるよう

な単一の「開発戦略」に合意したというのではな

〈、むしろ60年代以降の反省にたって削年代の開

発戦略の」、くつかの新方向を展望し，それに関連

する諸問題をNt討するに留まったのは当然のこと

であろう。

したが／〉て．本稿でi士、シンポジウムの過程で

議論の焦点とな／】た点を三つにtl'.め，そこで残

された問題と今後の研究の方向を展望するごとに

上って， 「むすび」どしたL、。

議論の中心となった第］ (I）点は，侍I＇［］，台湾等

の東アジア晋！の「「戊ユ力炉rj！の性質と，その経験が

はたして他の東南アジア諸国に適用可能かという

問題であった。これに関しては， 七ず韓国型i成長

においては成長と平等が矛盾なく行なわれたとい

う主張があぺた〔レ f二 ξ論文〉。ある，意味でシン

ガー論文もとれを前提としているように思われ

る＂しかし，韓国の成去を実証的に吟味した成果

〔柳原論文）からは必ずしも三の点に関して積極的

な証拠は示されてL、ないc さらに，討論の過程で

主；二政治学を専門とす一る参加者から提出されたよ

うに，政治的に民主主義の犠牲を払わねばならな

開発戦略20年の反手？と80年代への展望

いような成長がはたして望ましいかという問題も

無視し得まい。この点に関して，東アジア型成長

の構造に関するさらに立ち入った研究（特に台湾

型と韓国型の対比）が必要とされよう。また，もう

一一方で，東アジア型成長の経験に関してはその東

南アジアへの適用可能性も焦点となった。 JII野教

段の指摘したように，一つの経験はそれ自体では，

抽象化された戦略ではない。まして，異なる自然

社会・人的資源をもっ経済に，一つの戦略がその

まま適用可能であるか否かについては慎重な議論

を要するo チョウ氏のコメントが特に韓国の人的

資源の独自性を強調したのはこれに対応する。さ

らにこの適用可能性の問題は，特に貿易戦略の選

択に関して肝要であることも認識された。すなわ

ち，東アジア型の成長は輪入代替から輪出指向へ

の早い時期での転換によってもたらされたという

議論があった（レイエス論文〉。実際，このような観

点からインドネシア，タイの工業品輸出の可能性

をさぐぺた発表も途上国の研究者からなされてL、

るか、サヌディン論文，セタウォング論文）。しかし，

少なくとも今までの海外市場の実績をみると，実

際に東南アジア諸国にどの程度の製造業品の輸出

競争力があるかは疑問である（刊丑諭文）。支た，

自然資源賦与の相違を考えれば東南アジア諸国に

とって一次産品の輸出が必ずしも不利な貿易構造

とはいえない（今［持論文入 という点も大きな論点

となろう。東アジア型の成長戦略の適用可能性を

東南アジア回石の状況に照らして分析していくこ

とが大きな残された課題となったゆえんである。

シンポジウムの第2の大きな焦点は，雇用問題，

所得分配，さらに食糧需給と関連して，農村開発

の発展過程における戦略的重要性であった。紙谷

論文は農業部門の問題を総合的に整理しながら，

農村部門の開発の意義を強調したが，これに対す
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るオーンマ教授のコメシトは，さらに農村開発が

それのみでなく国民経済全体に対して大きな寄与

をなしうることを述べている。また，この点に関

しては，タイを事例に体系的な議論の展開から，

農村開発が所得分配の改静，閣内の消費財市場の

拡大を生み，さらにこれが工業部門の成長の基礎

となるというプロセスが，どれからの東南アジア

の発展過程に不可欠な戦略となるという主張〈片

野論文）が印象的であった。 しかし，一方で雇用

問題を軸として経済の部門別成長の実績との比較

を実証的に行なった結果（金子論文）では，結局，

農業部門での産出成長自体は躍用改善にさしたる

変化をもたらさず，工業部門を中心とした高成長

によって腫用問題の改善をなしとげた闘しかまだ

存在してL、ないことが示されている。その含意は

したがって，農村開発政策は一般に言われるよう

/ ＞ポジウムの構成正挺／！＼論文

主竺之豆どIアジアにおける開発の諸戦略

(1）変化する国際環境の中での東南アジア開発戦略の展望 グスタブ・レイニス

コメント 片野彦二

(2）アジアにおける雇用拡大と経済発展…..4カ国についての概観 金子元久

コえント

(3) iH：界経済における新興工業国の役割

ゴメント

ハリー.T.オーシマ

ハンス ・W・ シンガー

手干す事村 ザ七

"' 
(4）東南アン・：－，開発モデルの検討……韓国モヂルの適用可能性について柳原 透

ゴプント

セッションE アジアにおける工業盤投~ZI

(5) 工業品輸出の競争力……インドネシアの事例

コメント

(6) ASEA＂！諮問の域内協力とヱ業化

コメ〉ト

セッセ2-.~主ど経査埜民

(7) 輸出主導明経済成長の理論化を呂指して

(8) アジアにおける一次産品輸出の可能性

(9) アジアにおける輸出代替の可能性……合板の事例

上記三論文に対するコメント

(10) 短期的な需給条件に対する商品協定の効果・田…錫の事例

コメント

セヴションN 食糧憎芯と農業開発
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(1草食糧増産と！又村開発計画

コメント

同 アジアの経済発展における米穀輸出政策

コメント
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(13) アジア開発戦略の新方向と国際協力

, 14:、 ア〆ア開発戦略の新方1,,1と国際協力

t記二；命Uニlすすど〉コ Jント

一般的なコメ L ト

終的七、、りヨ〉

けほ

ti
 

却
刊イ川総

開発戦略20年の反行と80年代への展望

片野彦二

ピシット・セタウォング

マンフレッド・ホノレタス

樋日 進

グッドレイ・シアーズ、

irf議 任長谷山崇彦

金子元久

努力II 背名簿（ABC順〕

f〕千ョウ・キュウハ（吉三十：：可・韓国）

現アジア経済研究所存民研究員‘ i持出国際経

済研究所企画室長

コ藤 /f if~ 男

アジア経済研究所終済成長調査部

,;_)Ji;( i羊之介

東京大学助教授

（乃lパスリ・ r、斗ト之子 fン （｛ ンド字シY)

ノ、十－， ,;c' ，ン大学助教校

の長谷 1J1''.) ff; 

アジ7 経済研究所 経済成長1尚子主部長

。樋 ri 進

成院大？＇／：教十2
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アジア筒済lJi’吃｝苛経済成rr調査部
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IIWWA ，、ンブルゲ怜界経済研究所 Tイ壬ヱコ

ノミス

（，ユJ;-lluJ II U＇，紀

アシ 7経済研究i''r経済成長調在郊

l(Jj紙？主貢

日ミ林'Kiii':li；農業給、ii'研究所 外［J,J部長

¥'{i'.' 子心久

アジ戸経済司｜究所経済波長誠査部

，：＇；つ片日！？汚二

神戸大宇経済経常研究所教授
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上智k学教f受

－~，：，川 'Pf 毛 ff

東方、大1戸r，誉教J’E
' ) J芹多村 ;;'; 

Ir~ ！深 -;;tf；教大学教托

松本繁 ー（開会式司会者）

アジア経済研究所調査企画室長

。セイジ・ナヤ（アメリカ台衆国）

ハワイ大学マノ 7校アグア研究フ。ログラム

所長

。ハ！｝ー・ T・オーシマ（アメリカ合衆国〉

フィリピン大学宥員教授，ロッケフエラー財団

駐フ fリピン代表

。（コグスタフ・レイニス（アメリカ合衆国〉

イヱール大学経済成長センター教授

。坂 :Ji：秀｝f

アジア経済研究所統計部

阪本義和

東京大学教授

のゲ、ソドレイ・シアーズ（イギリス〉

サセソケス大学問発研究所教慢

間 寛治

東京大学教綬

。ηピシット・セゲウォング (17イ）

タイ同商務省官房計問調整部

IQ),::} p、ンス ・W・ シンガー（イギリス〕

ザセサクス大学開発研究所教慢

の谷 Il 興二

アジア経済研究所経済成長調査部

。ジョン・ウォング（シンガポール〉

シンガポール大学経済統計学部主任講師

山間秀雄

一橋大今守支授

。。初ll 原透

アジア経済研究所経済成長調査部

（＠ ・指定報信者 。指定論評者）
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に社会的平等を積極的にもたらすようなものとは

なり得ず，政策自身が一種のイデオロギー的な機

能をもっているということになろう。だがともか

くも，農村開発は，ただ農業閣題としてのみ考え

るのではない国民経済全体の中でどのような戦

略的地位を占めうるのかが議論されなければなら

ないという点では認識が一致し，今後の研究に重

要な方向づけを行なったということができる。

議論の第3の焦点は，一首でいって， 「開発戦

略のおかれる環境の不確実化，多様化」といって

よいのではなL、かと思われる。これはシアーズ教

授の口頭のコメントがふれていたように，石油危

機以降の世界経済のドラスティックな変化がすで

に途上国の発展ノfターンに大きな影響を与えてお

り，これからさらに大きな変出が予想されるとい

うことに端的；こ示されるであろう。しかし，また

他方で，発展のためのさまざまの国際的努力の萌

芽もみられるのであって， ASEAN地域の域内努

力（ウォン7論文，セタウォング論文）も現状では種

々の問題を抱えるとはいえ，ナヤ教授のコメント

が強調したようにいまだ手さぐりの段階にあり，

むしろ豊かな可能性があることに注目してよいの

ではないかと思われる。 tた，米穀の共同備蓄〈原

論文〕，一次産品の商品協定（坂井論文〉なども 80

年代の開発戦略に，新たな可能性をもたらすもの

といえよう。さらに， 70年代の一つのメ ，：l,,クマ－

Jレであったいわゆる中進国の登場が一見，世界経

務のかく乱的な要因に見えるけれども，長い眼で

見れば世界経済の格差縮小の一つのプロセスとな

りうるのだ，という点の指摘（シンガー論文）があ

ったが，主ことに味わい深いものがあったといえ

よう。このように， 80年代の開発戦略の選択には

60～70年代の経験のみでは律しきれない幾多の新

しい要素が加わるのであって，これらを入念に，
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しかも世界経済の長期的展望を失わずに，吟味し

ていくことが今後の研究に残された教訓｜と重大課

題であろう。

最後に，シンポジウムの総括のセッションにお

いて，アジアの発展途上国，欧米，先進国双方の

参加者から，アジアの地域的な開措理論の実証研

究におけるセンターとしてのアグア経済研究所の

存在の重要さが強調され，今後の活動への期待が

述べられたことをつけ加えておきたい。これを単

に社交辞キしのみではなく，われわれ研究所職員に

対する激励とうけとり，今後の研究活動，特に今

年度から 3年間（臼年度～56年度）にわたって行な

われるアジア経済研究所国際合同研究プロジ且ク

ト「開発二十年の反省と80年代のわが国経済協力

の構想jにおし、て，以上の残された課題にとりく

んでいく決意である。

Ci主1) 本稿悶「むすび」は，金子元久氏（経済成

長調査部〕の大きな協力をえてとりまとめた。

i付妃〕 本稿における諸論文の要約解説は，筆者

個人のものであって，シンポジウム主催機関としての

ものではない。

シンポジウム開催にあたっては，参加者はもとより，

内外の多くの個人，機関から非常なご協力を賜った。

ここに記して感謝の意を表したい。

（アジア経済研究所経済成長調査部長〕
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